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今週のキーワード 

フリーペーパー 

 企業や団体からの広告収入やタイアップ広告で得る財源を元にして、無料で定期的に発行され

る新聞（タブロイド版）や雑誌タイプの紙媒体のこと。日本生活情報紙協会の06年の調査による

と、現在1,200紙、計３億部が発行されているという。編集内容は主に飲食店紹介、求人や住宅情

報誌に大別されるが、Ｒ25（リクルート発行）のようにＭ１層向けのニュース解説中心のものも

ある。Ｒ25は発行部数60万部とされフリーペーパーのイメージを変え＜無料誌ブーム＞を作った。
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好評価の学生発フリーペーパー 
企業が注目するその内容とは 
 

 自動車業界が若者をターゲットにした車づく

りを市場戦略の柱にかかげた時代がある。２ド

アのスポーツタイプ車に弱かった某メーカーの

宣伝部と商品開発部は、主要都市の大学自動車

部に取材に回ったという逸話がある。今はその

大学生の自家用車購入率は下がっている。 

 車に限らず各メーカーは若者の本音をつかみ

切れていない。Ｍ１（男性）、Ｆ１（女性）と

呼ばれる20～35歳代を消費の場に呼び込もうと

躍起になっている。隠れた注目媒体は、学生た

ちが自ら取材編集制作発行する「学生編集部」

発行のフリーペーパーで、これが企業側から学

生の「欲しいものの本音や実像が見える」とし

て評価されている。 

 08年暮れに東京で大学生による「フリーペー

パー・コンテスト」が行われ全国から72誌が集

まった。優勝したのは多摩美術大、武蔵野美術

大、女子美術大など東京近郊の美大生20人で作

る『パートナー』誌で、自らの作品や意見を学

外に３万部発信している。美的センスも良く高

品質にトヨタやソニーなど大企業からの広告も

入る。『岐阜人』は岐阜県や愛知県下の大学が

連携し地域活性化と人材交流を求めて１万部発

行する。早稲田大学はフリーペーパー講座を設

けた文化構想学部が人気学部になっている。 

 企業が学生フリーペーパーに注目するのは①

学内や地域情報②サークルや趣味③就職やキャ

リア形成を編集の柱としている点で、そこに新

たな商品づくりの種が眠っているからである。

節税の一方策になる遊休固定資産 
一定の前提条件下で損金経理可能 
 

 法人税法では、１年以上遊休状態にある減価

償却資産については、償却不足額を評価損とし

て損金算入できることになる。このように、遊

休固定資産の税務上の取扱いは、一定の前提条

件の下で損金経理が認められる。決算対策を考

える際、手元に遊休資産がある場合には、節税

方法として一考する価値がある。そのためには、

本当に遊休状態にあったことを証する資料を準

備しておく必要がある。 

 ただ実際は、遊休固定資産でも継続して償却

を行っているものも多いため、評価損を計上で

きるケースは意外と少ないかもしれない。 

 法人税法では、事業の用に供しているもの以

外は減価償却をすることはできないが、稼動を

休止している遊休固定資産であっても、その休

止期間中に必要な維持補修が行われており、い

つでも稼動し得る状態にあるものについては、

減価償却資産に該当するものとされる。また、

今年４月１日以降に締結されたリース取引の対

象物件は、減価償却資産となるので、稼動休止

したリース資産も同様の取扱いとなる。 

 なお、今後通常の方法により事業の用に供す

る可能性がないと認められる固定資産について

は、期末までに廃棄等をしていない場合でも、

除却損を計上することができる。こうした遊休

固定資産の有姿除却も検討の必要があろう。除

却損の金額は、帳簿価額より処分見込額を控除

した金額となり、取壊し費用の見込額を計上す

ることはできない。 

税務会計


